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適格分割等が行われた場合の外国税額 
の控除に係る繰越控除限度額等の計算 
の 特 例 に 関 す る 届 出 書 

※整理番号  

※連結グループ整理番 号  

 

 

 

平成  年  月  日 

       税務署長殿 

     下記のとおり届け出ます。  

届

出

者 

（フリガナ）  

法 人 名 等 
 

納 税 地 
〒 
 

     電話(   )    －     

（フリガナ）  

                     ○印 
代 表 者 氏 名                      ○印 

提

出

法

人 

□ 単体法人 

  法人税法第69条第6項 

□ 連結親法人 

  法人税法第81条の15第6項 

分 割 法 人 等 の 法 人 名   

分 割 法 人 等 の 納 税 地  〒 

適格分割 
等 の 日 平成  年  月  日 分割法人等の代表者氏名   

（
届
出
の
対
象
が
連
結
子
法
人
で
あ
る
場
合
に
限
り
記
載
） 

連

結

子

法

人 

（フリガナ）  
※ 

税 

務 

署 

処 

理 

欄 

整理番号  

法 人 名 等  

部 門  

本店又は主たる

事務所の所在地 

〒           （    局    署） 

 

       電話（   ）    －     
決 算 期  

（フリガナ）  
業種番号  

代 表 者 氏 名  

整 理 簿  

事 業 種 目 業          
回 付 先 

□ 親署 ⇒ 子署 

□ 子署 ⇒ 調査課 

         （ 個 別 ）国 外 所 得 金 額 

（連結）事業年度 各（連結）事業年度の国外所得金額 左のうち移転を受けた事業に係る部分の金額 
   ：   ：    円 円 
   ：   ：      
   ：   ：      

         控 除 限 度 額 又 は 連 結 控 除 限 度 個 別 帰 属 額 

 (連結)事業年度 区        分 
各 ( 連 結 ) 事 業 年 度 
の 控 除 限 度 額 

左 の う ち 移 転 を 受 け た 

事 業 に 係 る 部 分 の 金 額 

   ・   ・    

  

   ・   ・    

国        税 円 円 

道 府 県 民 税   

市 町 村 民 税   

   ・   ・    

  
   ・   ・    

国        税   

道 府 県 民 税   

市 町 村 民 税   

   ・   ・    

  
   ・   ・    

国        税   

道 府 県 民 税   

市 町 村 民 税   

         ( 個 別 ) 控 除 対 象 外 国 法 人 税 の 額 

 (連結)事業年度 各事業年度の控除対象外国法人税の額 左のうち移転を受けた事業に係る部分の金額 

   ：   ：                        円                    円 

   ：   ：      

   ：   ：      

 

添付書類(各欄の金額の明細書) 
 

 

税 理 士 署 名 押 印                                        ○印  

 

※税務署 

処理欄 
部門  

決算

期 
 

業 種 

番 号 
 

整理

簿 
 備考  通信日付 印 年 月 日 

確認

印 
 

 

（

規

格

Ａ

４

） 



適格分割等が行われた場合の外国税額の控除に係る 

繰越控除限度額等の計算の特例に関する届出書の記載要領等 

 
 １ この届出書は、内国法人である単体法人（連結申告法人を除く法人をいいます｡）又は連結親

法人が、適格分割等（適格分割又は適格現物出資をいいます。以下同じ｡)により分割法人等（分

割法人又は現物出資法人をいいます。以下同じ｡)から事業の全部又は一部の移転を受けた場合に

おいて、法人税法（以下｢法｣といいます。）第 69 条第５項の規定の適用を受けることについて、

同条第６項の規定により届け出る場合又は同法第81条の15第５項の規定の適用を受けることに

ついて同条第６項の規定により届け出る場合に使用してください。 

 ２ この届出書は、適格分割等の日以後３月以内（法人税法施行令（以下｢法令｣といいます。）第

145 条の２第 15 項又は法令第 155 条の 34 第 15 項の規定の適用がある場合には４月以内）に納

税地の所轄税務署長に１通（調査課所管法人にあっては２通）提出してください。 

 ３ 届出書の各欄は、次により記載してください。 

  (1) ｢提出法人｣欄には、該当する□にはレ印を付すとともに、届出者及び分割法人等の｢法人名

等｣、｢納税地｣、｢代表者氏名｣を記載してください。 

  (2) ｢連結子法人｣欄には、当該子法人の｢法人名等｣、｢本店又は主たる事務所の所在地｣、｢代表

者氏名｣及び｢事業種目｣を記載してください。 

  (3) ｢国外所得金額」の各欄 

   イ 「事業年度」欄は、分割前３年内事業年度又は分割等前３年内事業年度を記載してくださ

い。「控除限度額」欄及び「控除対象外国法人税の額」欄の「事業年度」も同様に記載しま

す。 

   ロ ｢各事業年度の国外所得金額」欄は、分割法人等の各事業年度の国外所得金額又は各連結

事業年度の個別所得金額を記載してください。 

   ハ ｢左のうち移転を受けた事業に係る部分の金額」欄は、分割法人等の各事業年度の国外所

得金額又は各連結事業年度の個別所得金額のうち、内国法人が移転を受けた事業に係る部分

の金額を記載してください。 

  (4) ｢控除限度額」の各欄 

   イ ｢各事業年度の控除限度額」欄は、分割法人等の分割前３年内事業年度又は分割等前３年

内事業年度の控除限度額又は連結控除限度個別帰属額を記載してください。 

   ロ ｢左のうち移転を受けた事業に係る部分の金額」欄は、分割法人等の分割前３年内事業年

度又は分割等前３年内事業年度の控除限度額又は連結控除限度個別帰属額の控除限度額の

うち、法令第 145 条の２第８項若しくは第９項《繰越控除限度額等》の規定により、内国法

人若しくは連結法人の控除限度額とされる金額、又は法令第 155 条の 34 第８項若しくは第

９項《繰越控除限度額等》の規定により連結法人の連結控除限度個別帰属額を記載してくだ

さい。 

  (5) ｢控除対象外国法人税の額」の各欄 

   イ ｢各事業年度の控除対象外国法人税の額」欄は、分割法人等の分割前３年内事業年度又は

分割等前３年内事業年度の控除対象外国法人税の額又は連結控除限度個別帰属額を記載し

てください。 

   ロ ｢左のうち移転を受けた事業に係る部分の金額」欄は、分割法人等の分割前３年内事業年

度又は分割等前３年内事業年度の控除対象外国法人税の額のうち、法令第 145 条の２第８項

若しくは第９項《繰越控除限度額等》の規定により内国法人が移転を受けた事業に係る控除

対象外国法人税の額とされる金額、又は法令第 155条の 34 第８項若しくは第９項の規定に

より内国法人が移転を受けた事業に係る控除対象外国法人税の額とされる金額を記載して

ください。 

 ４ この届出書には、各欄の金額の計算に関する明細のほか、参考となるべき事項がある場合には

それを記載した書類を添付し、添付書類欄に記載してください。 

 ５ ｢税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士

等が署名押印してください。 

 ６ ｢※」欄は、記載しないでください。 

 ７ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税

に関する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の

欄には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 
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